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◆有期契約労働に関する実態調査～平成17年～　　6月14日（厚生労働省） 

　・有期契約労働者を雇用している事業所の割合は51.0％。 

◆夏季における連続休暇の実施予定状況調査～平成18年～　　6月16日（厚生労働省）  

　・連続休暇を実施予定の事業場割合は91.8％。 

　・平均連続休暇日数は7.9日。 

◆法人企業景気予測調査～４－６月期～　　6月21日（内閣府・財務省） 

 ・従業員数判断ＢＳＩ（「不足気味」―「過剰気味」）は、大企業、中堅企業、中小企業いずれも「不足気味」超となっている。 

◆企業短期経済観測調査（短観）～6月～　　7月3日（日本銀行） 

  ・全国大企業の業況判断D.I.（「良い」－「悪い」）は製造業で21と前回から１ポイント改善。非製造業は20。 

  ・雇用人員判断D.I.(「過剰」－「不足」)は大企業全産業で－7。 

 

最 近 の 統 計 調 査 より  

6月11日～7月10日に公表された主な労働関係統計　　　　　　　　　　　　　　　　　　（月次統計を除く） 

　注目の統計・指標 

国民生活基礎調査～平成１７年～　　6月28日（厚生労働省） 

～現在の暮らしの状況については「苦しい」が56.2％、「普通」が39.0％～ 
　平成16年（※）の全世帯の１世帯当たり平均所得金額は、580万４千円で、前年と比較すると0.1％の増加となってい
る。 
　また、現在の暮らしの状況を
総合的にみてどう感じているか
という生活意識別世帯数の割合
は、「苦しい（『大変苦しい』
と『やや苦しい』）」が56.2％、
「普通」が39.0％となっている。
「苦しい」とする割合について
時系列の推移をみると、平成４
年の34.2％のあと平成９年まで
は40％台で推移し、平成10年以
降は50％を超えるなど、増加傾
向にある。 
（※）平成17年調査の所得とは、平成16
年１月１日から12月31日までの１年間の
所得。 

（情報解析課　上村聡子） 

情報解析部 
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主　要　労　働　指　標 

１５歳以上 
人口 

資料出所 

注1)短時間女性雇用者数は、非農林業に従事する週間就業時間が35時間未満の雇用者。 

注2）pは速報値。 

総務省「労働力調査」 厚生労働省「一般職業紹介状況」 厚生労働省「労働経済指標」 
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人口 
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者数1） 

就業者数 雇用者数 
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新規求職 
申込件数 

資料出所 厚生労働省「一般職業紹介状況」 厚生労働省「毎月勤労統計調査」 
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現金給与総額 
（前年比） 

総実労働時間 
（前年比） 

所定外労働時間 
（前年比） 

労働生産性 
（製造業） 

賃金コスト 
（製造業） 

（前年比） 前年比 

資料出所 

注3）アメリカ：16歳以上。  イギリス：16歳以上。月数値については、2か月前からの3か月間の平均値である。 
　　 ドイツ　：公務員及び臨時雇用者を除く。  フランス：四半期値については雇用者数である。 

厚生労働省「毎月勤労統計調査」 労働政策研究・研修機構にて算出 
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就職率と充足率 今月のキーワード解説 

　今回は、職業安定業務統計についての指標である就職率と充足率にまつわる話題を提供します。 
 
　職業安定業務統計の指標というと、「新規求人倍率」（新規求職申込件数に対する新規求人数の比率の
こと）や「有効求人倍率」（有効求職者数に対する有効求人数の比率のこと）がおなじみだと思います。 
　職業安定業務統計のほかの指標として、「就職率」と「充足率」というものがあります。「就職率」は、
求職者に対する就職件数の割合をいい、就職件数を新規求職申込件数で割ることによって算出します。「充
足率」は、求人数に対する充足された求人の割合をいい、充足数を新規求人数で割ることによって算出し
ます。この、充足率と就職率を用いて、 
 

という計算によって得られる値のことをマッチング指標といいます。 
　就職率は求職者側からみた指標であり、充足率は求人者側からみた指標であり、マッチング指標は求人、
求職双方から職業紹介の業績を総合的に評価できる指標と言えます。 
　マッチング指標については、「業務統計を活用
した新規指標　2006」（ＪＩＬＰＴ調査シリーズ
№18　2006年５月）において紹介しております。
職業別に作成したマッチング指標は、図表１のと
おりであり、保安の職業、農林漁業の職業におい
て値が高く、管理的職業、販売の職業において値
が低いという結果が得られています。 
　　 
　また、「都道府県別就職率、充足率及び職業安
定業務統計季節調整値改善に関する資料」（ＪＩ
ＬＰＴ資料シリーズ№７　2006年１月）において、
就職率と充足率を、都道府県別に分析しております。
これによると、 
①　新規求人倍率が高い都道府県で、就職率が高

いとは限らない、 
②　新規求人倍率が高い都道府県で、充足率が低

い傾向がみられる、 
③　短期的には、新規求人倍率の上昇ととともに

就職率が上昇し充足率が低下する。特に就職
率については都道府県での新規求人倍率との
相関はみられなかったが、時間を追ってみて
みると一定の相関がみられる、 

④　バブル期とその後の不況期とを比較すると、
多くの都道府県で、就職率も充足率も低下した。
ただし、西日本及び東北、北陸の一部で就職
率が上昇した府県もみられ、また、近畿地方
を中心に充足率が上昇した府県もみられた、 

との結果が得られています（図表２、３）。 
 
　「業務統計を活用した新規指標　2006」、「都
道府県別就職率、充足率及び職業安定業務統計季
節調整値改善に関する資料」については、報告書
とともに、ＨＰ（それぞれ、http://www.jil.go.jp/ 
kokunai/statistics/gyomu/index.html、http://www. 
jil.go.jp/institute/research/2006/018.htm）におい
て全文を提供しておりますので、ご活用いただけ
ればと思います。 

（情報解析課長　秋山恵一） 


